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(証券コード 1711) 
平成29年６月９日 

株 主 各 位 
東 京 都 港 区 芝 大 門 ２ 丁 目 ２ 番 1 1 号 

株 式 会 社  省  電  舎 
代 表 取 締 役 社 長  西  島    修 
 

第32期定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 
 さて、当社第32期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席ください
ますようご通知申し上げます。  
 なお、当日ご出席願えない場合は、書面またはインターネットによって議決権を行使
することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまし
て、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示頂くか、当社の指定する議決権行使サイト 
(http://www.evote.jp）において賛否を入力されるか、いずれかの方法により、平成29
年６月23日（金曜日）午後６時までに議決権を行使くださいますようお願い申し上げま
す。 

敬 具 
記 
 

1. 日 時 平成29年６月26日 月曜日 午前10時 
2. 場 所 東京都港区芝公園２丁目５番20号 

メルパルク東京 ３階 牡丹 
3. 株主総会の目的事項 
 （報告事項） 第32期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事業報

告・計算書類および連結計算書類の内容並びに会計監査人および
監査役会の連結計算書類監査結果報告の件 

 （決議事項）  
 第１号議案 定款の一部変更の件 
 第２号議案 取締役５名選任の件 

以 上 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださ
いますようお願い申し上げます。 
 なお、事業報告、計算書類および連結計算書類並びに株主総会参考書類に修正が生じ
た場合は、インターネット上の当社のウェブサイト（URL http://www.shodensya.com/）
において掲載させて頂きます。 
 連結計算書類の連結注記表および計算書類の個別注記表につきましては、法令及び当
社定款第14条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（URL 
http://www.shodensya.com/）に掲載していますので、本招集ご通知および添付書類に
は、記載していません。会計監査人、監査役会が監査した連結計算書類、計算書類は、
本招集ご通知および添付書類に記載の各書類のほか、上記ウェブサイトに掲載している
連結注記表及び個別注記表となります。 
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＜インターネットによる議決権行使のお手続きについて＞ 

 

 インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご確認のうえ、行使し

ていただきますようお願い申しあげます。 

 当日ご出席の場合は、郵送（議決権行使書）またはインターネットによる議決権行使

のお手続きはいずれも不要です。 

 

記 

1. 議決権行使サイトについて 

(1) インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォンまたは携帯電話 

(iモード、EZweb、Yahoo!ケータイ）※から、当社の指定する議決権行使サイト 

(http://www.evote.jp/）にアクセスしていただくことによってのみ実施可能で

す。(ただし、毎日午前２時から午前５時までは取り扱いを休止します｡） 

※｢iモード」は㈱NTTドコモ、｢EZweb」はKDDI㈱、｢Yahoo!」は米国Yahoo!Inc.の商

標または登録商標です。 

(2) パソコンまたはスマートフォンによる議決権行使は、インターネット接続にファ

イアーウォール等を使用されている場合、アンチウイルスソフトを設定されてい

る場合、proxyサーバーをご利用の場合等、株主様のインターネット利用環境に

よっては、ご利用できない場合もございます。 

(3) 携帯電話による議決権行使は、iモード、EZweb、Yahoo!ケータイのいずれかのサ

ービスをご利用ください。また、セキュリティ確保のため、暗号化通信（SSL通

信）および携帯電話情報の送信が不可能な機種には対応しておりません。 

(4) インターネットによる議決権行使は、平成29年６月23日（金曜日）の午後６時ま

で受け付けいたしますが、お早めに行使していただき、ご不明な点等がございま

したらヘルプデスクへお問い合わせください。 

 

2. インターネットによる議決権行使方法について 

(1) 議決権行使サイト（http://www.evote.jp/）において、議決権行使書用紙に記載

された「ログインID」および「仮パスワード」をご利用いただき、画面の案内に

従って賛否をご入力ください。 

(2) 株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の

改ざんを防止するため、ご利用の株主様には、議決権行使サイト上で「仮パスワ

ード」の変更をお願いすることになりますのでご了承ください。 

(3) 株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」および「仮パスワード」をご通知

いたします。 
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3. 複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い 

(1) 郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネッ

トによる議決権行使の内容を有効として取り扱わせていただきますのでご了承く

ださい。 

(2) インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使さ

れた内容を有効とさせていただきます。また、パソコン、スマートフォンと携帯

電話で重複して議決権を行使された場合も、最後に行使された内容を有効とさせ

ていただきます。 

 

4. 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について 

議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）

は、株主様のご負担となります。また、携帯電話等をご利用の場合は、パケット通

信料・その他携帯電話等利用による料金が必要になりますが、これらの料金も株主

様のご負担となります。 

以 上 

 

 
 

システム等に関するお問い合わせ 

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク） 

・電話 0120-173-027（受付時間 9:00～21:00、通話料無料） 
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(添付書類) 

 

事 業 報 告 

( 平成28年４月１日から 
平成29年３月31日まで ) 

 

1. 企業集団の現況に関する事項 

 (1) 事業の経過及び成果 

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の各種経済政策や金融緩和を背景に

企業収益や雇用情勢が改善する中で、海外経済に持ち直しの兆候がみられ、特に米

国大統領選後は円安、株高に転じることとなり、緩やかな景気の回復基調は続いて

おります。しかしながら、今後の経済の先行きについては欧州、アジア諸国の経済

不安や米国の今後の政治、経済の動向等、依然先行き不透明感は払拭できない状況

が続いております。 

このような状況の中、当社グループは再生可能エネルギー事業を主たる事業とし

て積極的に事業を推進いたしました。 

省エネルギー事業、再生可能エネルギー事業ともに期末に見込んでおりました案

件が期ずれする等の要因により期初計画を下回る結果となりました。なお、保有す

る投資有価証券を売却することにより特別利益として100百万円を計上しました。

また、バイオマス燃料事業推進のため設立しました当社子会社PT.SDS ENERGY 

INDONESIAにつきましては、インドネシアからのバイオマス燃料輸入販売事業の立

ち上げに時間を要していること、インドネシアのバイオマス燃料供給事業者に当社

が国内のバイオマス発電事業者を紹介することによる紹介手数料が売上となる可能

性が出てきたことにより、当該子会社の解散も視野に入れる必要があるため、当該

子会社の事業開始後、資本金に振替る予定で立替金及び預け金で処理しておりまし

た設立費用等合計44百万円を、特別損失として計上しております。 

以上の結果、当連結会計年度における売上高は1,785百万円（前年同期比357百万

円減、16.7％減)、営業損失117百万円（前年同期比174百万円減 前年同期 営業

利益57百万円)、経常損失112百万円（前年同期比192百万円減、前年同期 経常利

益71百万円)、親会社株主に帰属する当期純損失58百万円（前年同期比46百万円減、

前年同期 親会社株主に帰属する当期純利益57百万円)となりました。 
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セグメントの業績については、次の通りであります。 

(省エネルギー関連事業） 

省エネルギー関連事業につきましては、当連結会計年度において新たに子会社

化した株式会社エールの子会社である株式会社エールケンフォーとともに、積極

的に事業を推進いたしました。しかしながら、大型案件が少なく、計画していた

案件の中で成約に至らなかったものもあり、売上・利益ともに計画未達の結果と

なりました。以上の結果、売上高302百万円（前年同期比119百万円減 28.3％

減)、セグメント損失（営業損失）は33百万円（前年同期 営業利益13百万円)と

なりました。 

(再生可能エネルギー事業） 

再生可能エネルギー事業につきましても、当連結会計年度において新たに子会

社化した株式会社エールの子会社である株式会社エールケンフォーとともに、積

極的に事業を推進いたしました。しかしながら、期末に計上予定でありました工

事案件に期ずれが発生したこと等により、売上・利益ともに計画未達の結果とな

りました。以上の結果、売上高1,483百万円（前年同期比237百万円減 13.8％

減)、セグメント損失（営業損失）82百万円（前年同期 営業利益34百万円）と

なりました。 

 

 (2) 設備投資の状況 

当連結会計年度において、493百万円の設備投資を実施いたしました。 

その主な内容は以下のとおりであります。 

機械および装置     422百万円 

リース資産       56百万円 

 

 (3) 資金調達の状況 

 当社は、平成28年10月６日開催の取締役会において以下の通り、第三者割当によ

り発行される新株式及び第６回新株予約権の募集を行う事を決議し、平成29年３月

31日までに新株予約権5,000個が行使され、248,700千円の資金を調達しております。 

〈新株予約権に係る募集の概要〉 
 
① 割当日 平成28年10月24日 

② 新株予約権の総数 6000個 

③ 発行価額 840,000円（１個当たり発行価格140円） 

④ 当該発行による潜在株式数 600,000株（本新株予約権１個について100株） 

⑤ 資金調達の額 298,440,000円（差引手取概算額290,440,000円） 

(内訳）新株予約権発行額   840,000円  

    新株予約権行使額 297,600,000円 

⑥ 行使価額 １株当たり496円 
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⑦ 募集又は割当て方法（割当予定先) 第三者割当の方法による割当予定先  

中村健治氏 2,000個（200,000株）  

西島 修氏 4,000個（400,000株） 

⑧ その他 1. 本新株予約権の割当日以降、東京証券取引所に

おける当社普通株式の普通取引の終値が20取引日

連続して、当該各取引日における行使価額の180％

を超えた場合、当社は、当社取締役会が別途定め

る日（以下「取得日」という｡）の２週間前までに

本新株予約権者に対する通知又は公告を行うこと

により、当該取得日において本新株予約権１個当

たり140円の価額（対象となる本新株予約権の個数

を乗じて１円未満の端数を生じたときはこれを四

捨五入する｡）で、当該取得日に残存する本新株予

約権の全部又は一部を取得することができる。な

お、本新株予約権の一部の取得をする場合には、

抽選その他の合理的な方法として当社取締役会が

決定する方法により行うものとする。 

2. 当社は、平成29年10月24日以降、当社取締役会

が本新株予約権を取得する日（以下「取得日」と

いう｡）を定めたときは、取得の対象となる本新株

予約権の新株予約権者に対し、取得日の通知又は

公告を当該取得日の２週間前までに行うことによ

り、取得日の到来をもって、本新株予約権１個当

たり140円の価額（対象となる本新株予約権の個数

を乗じて１円未満の端数を生じたときはこれを四

捨五入する｡）で、当該取得日に残存する本新株予

約権の全部または一部を取得することができる。

本新株予約権の一部の取得をする場合には、抽選

その他の合理的な方法により行うものとする。な

お、金融商品取引法第166条第２項に定める当社の

業務等に関する重要事実であって同条第４項にし

たがって公表されていないものが存在する場合に

は当社はかかる通知または公告を行うことができ

ない。 

3. 上記の各号においては、第三者割り当てによる

新株式発行に関する金融商品取引法に基づく効力

の発生を条件とする。 

 

 (4) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況 

該当事項はありません。 

 

 (5) 他の会社の事業の譲り受けの状況 

該当事項はありません。 
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 (6) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得又は処分の状況 

該当事項はありません。 

 

 (7) 対処すべき課題 

平成23年３月の東日本大震災に端を発した電力需給の逼迫並びに電力価格の高騰

により、我が国における電力に対する認識が大きく変化いたしました。電力に対す

る意識変化や再生可能エネルギーの活用が活発になる中、再生可能エネルギー分野

においては平成24年７月に開始された固定価格買取制度により、近年の太陽光発電

設備の急増に見られるように急激な拡大を続けており、今後、太陽光だけでなくバ

イオマスや風力等、他の再生可能エネルギー源においてもこの市場拡大は続くもの

と想定されております。 

こうした環境の中で、急拡大する再生可能エネルギー市場に対応するため、増加

する案件に効率的に対応すべく戦略的事業パートナーの強化並びに新たなパートナ

ー企業との連携を図るとともに、人材確保と人材育成が当社の事業を拡大する上で、

重要な課題であると考えております。 

 

 (8) 財産及び損益の状況の推移 

  ① 企業集団の財産及び損益の状況 
 

期 別 
 

区 分 

第 29 期 
平成26年３月期 

第 30 期 
平成27年３月期 

第 31 期 
平成28年３月期 

第 32 期 
(当連結会計年度) 
平成29年３月期 

売 上 高 (千円) 1,809,872 2,638,391 2,142,259 1,785,092 

経常利益又は
経常損失（△) 

(千円) 17,409 △357,868 71,005 △112,569 

親会社株主に帰属する 
当期純利益又は 
当期純損失（△) 

(千円) △16,921 △568,183 57,624 △58,604 

１株当たり当期 
純利益又は当期 
純 損 失（△) 

(円・銭) △11.55 △318.25 31.28 △27.74 

総 資 産 (千円) 1,550,922 1,641,422 921,077 2,190,845 

純 資 産 (千円) 294,078 239,570 291,271 1,017,078 

１ 株 当 た り 
純 資 産 額 

(円・銭) 196.57 126.79 158.10 317.52 

  
(注) 当社は平成25年10月１日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割を行っておりま

す。これに伴い、第27期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純
損失を算定しております。 
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  ② 当社の財産及び損益の状況 
 

期 別 
 

区 分 

第 29 期 
平成26年３月期 

第 30 期 
平成27年３月期 

第 31 期 
平成28年３月期 

第 32 期 
(当事業年度) 

平成29年３月期 

売 上 高 (千円) 1,522,873 716,038 122,020 102,895 

経常利益又は
経常損失（△) 

(千円) 34,851 △169,769 △93,163 △163,206 

当期純利益又は 
当期純損失（△) 

(千円) 5,703 △666,845 △24,256 △91,409 

１株当たり当期 
純利益又は当期 
純 損 失（△) 

(円・銭) 3.89 △373.51 △13.17 △43.26 

総 資 産 (千円) 1,007,300 830,520 435,940 948,746 

純 資 産 (千円) 395,439 236,288 206,107 740,167 

１ 株 当 た り 
純 資 産 額 

(円・銭) 265.73 128.26 111.88 273.86 

 
(注) 当社は平成25年10月１日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割を行っておりま

す。これに伴い、第27期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純
利益又は当期純損失（△）を算定しております。 

 

 (9) 重要な親会社および子会社の状況 

  ① 親会社との関係 

    該当事項はありません。 

  ② 重要な子会社の状況 
 

会 社 名 資本金 
当社の 

議決権比率 
主要な業務内容 

ドライ・イー株式会社 

百万円 ％ 再生可能エネルギー設備導入に
おける企画、設計、販売、施工
及びコンサルティング業務 

190 
 

100 
 

株式会社エール 15 100 
再生エネルギー事業 
省エネルギー事業 

株式会社エールケンフォー 60 51 
再生エネルギー事業 
省エネルギー事業 
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 (10) 主要な事業内容（平成29年３月31日現在） 
 

事 業 区 分 事   業   内   容 

省エネルギー関連事業 省エネルギー事業及び導入機器の販売業務 

再生可能エネルギー事業 
再生可能エネルギー設備導入における企画、設計、販売、
施工及びコンサルティング業務 

 

 (11) 主要な事業所（平成29年３月31日現在） 
 

当 社 
本    社：東京都港区 
大阪オフィス：大阪府大阪市西区 

ド ラ イ ・ イ ー 株 式 会 社 本    社：東京都港区 

株 式 会 社 エ ー ル 本    社：東京都渋谷区 

株 式 会 社 エ ー ル ケ ン フ ォ ー 本    社：東京都港区 

 

 (12) 従業員の状況（平成29年３月31日現在） 
 

 従  業  員  数 対前連結会計年度末比増減 

省エネルギー関連事業 8名 増減なし 

再生可能エネルギー事業 12名 2名減 

合  計 20名 2名減 

 
 

 (13) 主な借入先の状況（平成29年３月31日現在） 
 

借    入    先 借 入 金 残 高 

株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 135,000千円 
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2. 会社の状況に関する事項 

 (1) 株式に関する事項（平成29年３月31日現在） 

  ① 発行可能株式総数 4,920,000株 

  ② 発行済株式の総数 2,702,273株 

  ③ 株  主  数 2,551名 

  ④ 大株主（上位10名） 
 

株  主  名 持 株 数 持 株 比 率 

中 村 健 治 664,400株 24.6％ 

西 島  修 400,000株 14.8％ 

有 限 会 社 リ ー フ ィ ー ル ド 100,000株 3.7％ 

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 91,800株 3.4％ 

松 井 証 券 株 式 会 社 27,300株 1.0％ 

西  出  佳 世 子 27,200株 1.0％ 

み ず ほ 証 券 株 式 会 社 27,200株 1.0％ 

モ ル ガ ン ・ ス タ ン レ ー 
M U F G 証 券 株 式 会 社 

23,900株 0.9％ 

大 和 証 券 株 式 会 社 19,300株 0.7％ 

マ ネ ッ ク ス 証 券 株 式 会 社 17,800株 0.7％ 

 

  ⑤ その他株式に関する重要な事項 

    該当事項はありません。 
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 (2) 新株予約権に関する事項 

  ① 当事業年度末における当社役員が有する新株予約権の状況 

 平成28年10月６日開催の取締役会決議による新株予約権 
 

 
取締役 

（社外取締役を除く） 
社外取締役 

保有者数 １人 １人 

新株予約権の数 500個 500個 

目的である新株予約権の種類
及び数 

普通株式50,000株 普通株式50,000株 

新株予約権の払込金額 １個当たり発行価格140円 

新株予約権の行使価額 １株当たり496円 

新株予約権の行使期間 平成28年10月24日から平成30年10月23日まで 

新株予約権の行使条件 本新株予約権の一部を行使することができる。但し、本新株予
約権の１個未満の行使はできない。なお、本新株予約権の行使
によって当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株
式総数を超過することとなるときは、本新株予約権を行使する
ことはできない。 

 

  ② 当事業年度中において当社使用人等に対して交付した新株予約権の内容等 

 該当事項はありません。 

 

  ③ その他新株予約権等に関する重要な事項等 

 該当事項はありません。 

 



〆≠●0 
01_0278201102906.docx 
㈱省電舎様 招集 2017/05/27 3:19:00印刷 9/30 

― 12 ― 

 (3) 会社役員の状況（平成29年３月31日現在） 

  ① 取締役および監査役の状況 
 

氏    名 会社における地位 担当および重要な兼職の状況 

鵜 澤 利 雄 代 表 取 締 役 社 長  

福 本 裕 士 取 締 役 管理本部担当役員 

中 村 健 治 取 締 役  

西 島  修 取 締 役  

小 坂 岑 史 常 勤 監 査 役  

奈 良  洋 監 査 役 税理士 

松 井 孝 夫 監 査 役  

 
 (注) 1. 代表取締役社長鵜澤利雄氏は、平成29年４月１日付で代表取締役社長を辞任しており

ます。 
2. 取締役西島修氏は、平成29年４月１日付で代表取締役社長に就任しております。 
3. 取締役西島修氏は、会社法施行規則第２条第３項第15号に定める社外取締役でありま

す。 
4. 監査役奈良洋氏および松井孝夫氏は会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま

す。 
5. 監査役奈良洋氏は税理士であり、財務および会計に関する相当程度の知見を有するも

のであります。 
6. 監査役奈良洋氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同証券取

引所に届け出ております。 
7. 平成28年６月27日付で取締役嘉納毅氏は辞任により退任しております。 
8. 平成28年６月27日付で監査役伍堂英雄氏は任期満了により退任しております。 

 

  ② 取締役および監査役の報酬等の額 
 

区   分 支給人員 支 給 額 摘   要 

取 締 役 3名 8,839千円 うち社外取締役１名1,800千円 

監 査 役 2名 8,250千円 うち社外監査役１名3,000千円 

計 5名 17,089千円  
 
(注) 1. 会社法第361条に基づく株主総会承認の報酬限度額 取締役年額 100,000千円 

2. 会社法第361条に基づく株主総会承認の報酬限度額 監査役年額  30,000千円 

  (いずれの限度額も平成16年９月10日開催の臨時株主総会決議) 

 



〆≠●0 
01_0278201102906.docx 
㈱省電舎様 招集 2017/05/27 3:19:00印刷 10/30 

― 13 ― 

  ③ 社外役員に関する事項 

イ．社外役員の兼任の状況（他の会社の業務執行者又は社外役員である場合） 

氏名 兼任先および兼任内容 兼任先と当社との取引関係 

奈良 洋 奈良会計事務所株式会社 代表取締役 

e-マネジメント株式会社 監査役 

リアルパートナーズ株式会社 監査役 

株式会社オファーテック 監査役 

株式会社小堀総合企画 監査役 

社団法人日本フィットネス協会 監事 

財団法人21世紀日本委員会 監事 

株式会社エールケンフォー 監査役 

― 

松井 孝夫 日本アジア証券株式会社 顧問 

いい生活株式会社 顧問 
― 

 

ロ．社外役員の主な活動状況 

氏名 地位 主な活動状況 

西島 修 社外取締役 社外取締役就任後に開催の取締役会17回のうち17

回に出席し、適時適正な発言を行っております。 

奈良 洋 社外監査役 当期開催の取締役会22回のうち19回に出席し、ま

た、監査役会12回のうち12回に出席し、適時適正な

発言を行っております。 

松井 孝夫 社外監査役 当期開催の取締役会22回のうち17回に出席し、ま

た、監査役会12回のうち９回に出席し、適時適正な

発言を行っております。 
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 (3) 会計監査人の状況 

  ① 会計監査人の名称 

    アスカ監査法人 

 

  ② 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 15,336千円

当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 15,336千円
      (注) 当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取

引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区別しておらず、実質的にも区

別できませんので、当該事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記

載しております。 

 

  ③ 非監査業務の内容 

該当事項はありません。 

 

  ④ 責任限定契約の内容の概要 

当社は、会社法第427条第１項の定めに基づき会計監査人との間に会社法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく

損害賠償責任限度額は、法令が定める額としております。 

 

  ⑤ 会計監査人の解任または不再任の決定方針 

当社は会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、原則

として、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合には、

監査役会の同意または請求により、会計監査人の解任または不再任に関する議案

を株主総会に上程する方針であります。 
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3. 会社の体制及び方針 

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他

業務の適正を確保するための体制 

当社は平成20年２月20日の取締役会において以下に記載の内部統制システム構築

の基本方針を決議し、本基本方針に基づく体制の整備を行い、業務の適法性・有効

性の確保並びにリスク管理に努め、関連法規の遵守を図って参ります。 

 ① 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する

ための体制その他業務の適正を確保するための体制 

 取締役会は、法令、定款、株主総会決議、決裁権限規程、企業理念、行動規範、

取締役会規程に従い、経営に関する重要事項を決定するとともに、取締役の職務

執行を監督しております。当社グループ全社を横断するコンプライアンス統括室

を設置し、グループ全体のコンプライアンス体制の整備及び問題点の把握に努め、

重要な意思決定が必要な事項については事前にその法令及び定款への適合性を調

査・検討することにより役職員の職務の適合性を確保する体制となっております。 

 また、法令・定款等に違反する行為を発見した場合の報告体制として、内部通

報制度を構築し、顧問弁護士に直接通報できるように運用しております。内部通

報制度は匿名での通報を認めること、通報をした者が通報を理由に不利益な取り

扱いを受けることが無いことをその内容に含んでおります。 

 
 ② 取締役の職務の執行にかかる情報の保存および管理に関する体制 

 取締役会規程、稟議規程、文書管理規定に基づき、適切な保存および管理（廃

棄を含む）を行っております。また、取締役および監査役は保存された情報を閲

覧することが可能な体制となっております。 

 

 ③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 当社グループの企業活動に関連する市場環境、経済環境の変動等による財務リ

スク、法令・規程違反によるコンプライアンスリスクに対処する為、経営管理部

は経営戦略会議、取締役会に随時報告し、未然にリスクを防止するよう努めると

ともに、グループ各社の相互連携のもと、当社グループ全体のリスク管理を行い

ます。 

 不測の事態が発生した場合には、社長を本部長とする「緊急対策本部」を設置

して危機管理にあたり、損害の拡大を防止し、これを 小限にとどめる体制を整

えます。 
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 ④ 取締役の職務の執行が効率的になされることを確保するための体制 

 取締役会は、経営方針および重要な業務執行の意思決定および業務執行状況の

監督を行っております。業務執行に関しては、経営環境の変化に迅速・的確に対

応し、業務執行の有効性と経営の効率性を図るため、代表取締役および業務執行

を担当する取締役等で構成される経営会議、経営戦略会議を設置し、原則毎月回

開催することにより、取締役会付議事項の審議および取締役会が決定した経営に

関する基本方針に基づく業務執行上・業務運営上の重要事項の審議・決定を行い

ます。 

 また、当社グループ全体の協力の推進及び業務の整合性の確保と効率的な遂行

管理を行います。 

 

 ⑤ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制 

 当社子会社を当社の一部書と位置付け、子会社内の各組織を含めた指揮命令系

統及び権限および権限並びに報告義務を設定し、当社グループ全体を網羅的、統

括的に管理することとします。内部監査部門は、当社子会社を含めた当社グルー

プ全体の内部監査を実施する体制としております。 

 

 ⑥ 取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告

に関する体制 

 監査役は、原則月に一回開催される取締役会に出席し、また必要に応じて他の

会議体に出席することにより、取締役および使用人から、重要事項の報告を受け

る体制となっております。 

 また、取締役および使用人は、会社に重要な損失を与える事項が発生したとき、

または発生するおそれがあるとき、違法または不正な行為を発見したとき、その

他監査役会が報告すべきと定めた事項が生じたときは、遅滞なく監査役に報告す

るものとします。 

 

 ⑦ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 監査役会は、ガバナンスのあり方とその運営状況を監視し、取締役の業務執行

を含む経営の日常的活動の監査を行います。監査役は、取締役会等の重要な経営

会議において、取締役および使用人等から営業の報告を受けるとともに、重要な

決裁書類等の閲覧や、内部監査担当部門や会計監査人からの報告等を通じて、業

務執行状況の監査を実施します。 

 監査役は、代表取締役社長との定期的な会合を設けるとともに、内部監査担当

部門および会計監査人と、定期的に情報交換を行うことにより、監査の実効性を

確保するものとします。 
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 また、監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還、負担

した債務の弁済を請求したときは、その費用等が当該監査役の職務の執行に必要

でないと認められる場合を除き、その費用を負担します。 

 

 ⑧ 財務報告の信頼性・適正性を確保するための体制 

 財務報告の信頼性・適正性を確保するために財務報告に係る内部統制が有効か

つ適正に行われる体制を整備し、会計監査人との連携を図り財務報告の信頼性と

適正性を確保します。 

 

 ⑨ 反社会的勢力排除に向けた体制 

 当社および当社グループ会社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会

的勢力および団体に対しては毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断するとと

もに、これらの活動を助長するような行為を行いません。また、反社会的勢力お

よび団体からの介入を防止するため警察当局、暴力団追放運動推進センター、弁

護士等と緊密な連携を確保します。また、自治体（都道府県）が制定する暴力団

排除条例の遵守に努め、暴力団等反社会的勢力の活動を助長し、または暴力団等

反社会的勢力の運営に資することとなる利益の供与は行いません。 

 

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要について 

当連結会計年度末の時点で、当社及び当社子会社は「内部統制システムの整備・

運用状況」を評価し、基本方針に基づき内部統制システムが適正に整備され、運用

されていたことを確認しております。主な運用状況は以下の通りであります。 

 ① 取締役の職務執行について 

 当連結会計年度において当社は、社外取締役１名を含む４名の取締役で構成さ

れ、社外監査役２名を含む３名の監査役が出席する取締役会を22回開催し、業務

に関する重要事項について決議するとともに、当社子会社に関する報告を受け、

当社子会社の職務の執行を監督しております。また、取締役及び各本部の本部長

出席の本部長会議において毎月１回開催し、重要事項について慎重に検討してお

ります。 

 

 ② 監査役の職務の執行について 

 監査役は取締役会に出席するほか、稟議書等の社内の重要文書を閲覧すること

により当社及び当社子会社の監査の実効性を確保しております。また当連結会計

年度においては、監査役会を12回開催し、各監査役管での意思疎通を図るととも

に会計監査人及び内部監査担当部門との連携及び情報交換を行い、また、代表取

締役及び取締役とのヒアリングの機会を設けること等により、効果的な監査役の

職務執行に努めております。 
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 ③ コンプライアンス及びリスクの管理について 

 リスク管理規程に基づき、リスク管理委員会を設置しております。また、内部

通報運用規程に基づき顧問弁護士を通報窓口とするコンプライアンス通報窓口を

設置しております。 

 

(3) 当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

当社は、平成26年５月15日開催の当社取締役会において、当社の財務及び事業の

方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針を定めるとともに、平成26年６

月26日開催の当社第29期定時株主総会において、当社の企業価値・株主共同の利益

を確保し、向上させることを目的として、当社株式の大規模買付行為に関する対応

策（買収防衛策）を導入いたしました。 

１．当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値や経

営理念、当社企業価値の源泉、顧客企業等の当社のステークホルダーとの信頼関係

を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させる者で

なければならないと考えております。 

一方で、当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における

当社株式の自由な取引を尊重し、会社の支配権の移転を伴う特定の者による当社株

式の大規模な買付け等であっても、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確

保・向上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。ま

た、当社株式の大規模な買付け等に係る提案に応じるかどうかについては、 終的

には株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えております。 

しかしながら、当社株式の大規模な買付け等に係る提案の中には、その目的等か

ら見て企業価値ひいては株主共同の利益に対して明白な侵害をもたらすおそれのあ

るもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの、当社の株主

や取締役会が買付けや買収提案の内容等について検討し、当社の取締役会が代替案

を提示するために合理的に必要な期間・情報を与えないもの、当社の企業価値を十

分に反映しているとはいえないもの等もありえます。 

当社は、上記の例を含め当社の企業価値ひいては株主共同の利益を侵害するおそ

れのある当社株式の大規模な買付け等を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決

定を支配するものとして不適切であると考えており、このような者による当社株式

の買付け等に対しては、必要かつ相当な対抗措置を採ることにより、株主の皆様に

大規模な買付け等に応じるかどうかを検討するための情報・時間を確保するととも

に、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を守る必要があると考えてお

ります。 
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２．基本方針の実現に資する特別な取組みについて 

当社は、株主の皆様に中長期的に継続して当社に投資していただくため、当社の

企業価値ひいては株主共同の利益を向上させるべく、グループ企業価値向上への取

組みおよびコーポレートガバナンスの充実強化のための取組みを以下のとおり実施

しております。これらの取組みは、上記１．の当社の財務および事業の方針の決定

を支配する者の在り方に関する基本方針の実現に資するものであると考えておりま

す。 

(1) 企業価値向上への取組み 

当社は、創業以来、30年超にわたりエネルギーに関連した事業を推進しており、

お客様に 適なエネルギー・ソリューション・サービスをご提供してまいりまし

た。｢ワンストップ・エネルギーソリューション・カンパニー」として省エネル

ギーソリューションを提供し、オフィスやホテル、工場といった対象施設全体の

全エネルギー源に対する調査・診断・コンサルティングから施工、維持管理、そ

の後の効果測定・検証・金融情報の提供までを一貫して行い、エネルギー削減策

を提供するエスコ（ESCO）事業を主たる事業としてまいりました。 

 

ここ数年においては､「環境への配慮」という新たな課題に向けた取組みに重

きが置かれる事例も多くご相談いただくようになり、お客様の関心は、お客様ご

自身の経営コスト削減に向けた「省エネルギー」という観点からだけではなく､ 

｢環境への配慮」をも考慮されるよう変化しているものと感じておりました。 

そうした背景から、当社は、再生可能エネルギー事業としてバイオガス・プラ

ント等再生可能エネルギー設備の導入における企画、設計、販売、施工、及びコ

ンサルティング事業を開始いたしました。特にバイオガス発電事業は、再生可能

エネルギーに対するニーズが非常に強いことに加えて、原料として使用される食

品廃棄物などの処理ニーズも高いことから、市場の成長が見込め、また、社会的

な意義も高い事業と考えております。当社は、従前から、将来性の高いバイオガ

ス発電に注目し、当社の連結子会社であるドライ・イー株式会社を通じてバイオ

ガス・プラント事業を推進していますが、今後も経営資源を積極的に投入し、中

長期的に当社のコア事業の一つとして育成していく方針であります。また、バイ

オガス発電により 終的に排出される固体・液体には窒素とリンが含有されてい

ますが、将来的には、これらを有機肥料として活用することで、リサイクルスキ

ームを確立し、循環型社会へ寄与する事業としていくことを目指しております。 

 

(2) コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方 

 ① コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方 

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、国策国益に則



〆≠●0 
01_0278201102906.docx 
㈱省電舎様 招集 2017/05/27 3:19:00印刷 17/30 

― 20 ― 

ったエネルギー関連事業を推進するにあたり、法令遵守の精神の元に迅速な意

思決定と適切な業務遂行を行って参ります。株主及びあらゆるステークホルダ

ーとの円滑な関係の構築を通じて企業価値を高め、環境経営やＣＳＲ（企業の

社会的責任）に寄与することを経営上の重要課題のひとつと位置付けておりま

す。当社は、株主及び投資家の権利を保護する立場から、株主の平等性の確保

等を推進するとともに、会社の財政状況、業績やガバナンスを含む重要事項に

ついて、積極的なディスクロージャーに取り組んでいく所存であります。 

 

 ② 会社の機関の内容および内部統制システムの整備状況 

当社では取締役会を原則として月一回開催し、必要に応じて臨時取締役会を

開催することにより、重要事項の決定、業務執行状況の監督を行っております。

取締役会は取締役のほか常勤監査役、非常勤監査役が出席することで取締役の

職務執行を監視しております。また、投資家向けの情報開示につきましては、

情報開示責任者を中心に経営管理部において迅速な情報開示を行う体制を構築

しております。決算情報開示の早期化に努める一方で、決算説明会を開催し投

資家の皆さまとのコミュニケーションを推進しております。 

 

３．本プラン導入の目的 

本プランは、当社株式等に対する大規模買付行為がなされる際に、当該大規模買

付けに応ずるべきか否かを株主の皆様がご判断し、或いは当社取締役会が代替案を

提示するために必要な情報や期間を確保し、株主の皆様のために大規模買付者と交

渉を行なうこと等を可能とすることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確

保し、向上させるという目的をもって、上記１．に記載の基本方針に沿って導入す

るものであります。 

本プランは、以下のとおり、当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者が遵

守すべきルールを策定するとともに、一定の場合には当社が対抗措置をとることに

よって大規模買付行為を行おうとする者に損害が発生する可能性があることを明ら

かにし、これらを適切に開示することにより、当社の企業価値ひいては株主共同の

利益に資さない当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者に対して、警告を行

うものです。 

また、本プランでは、対抗措置の発動にあたって、当社取締役会の恣意的判断を

排除し、取締役会の判断及び対応の客観性、合理性を確保するための機関として独

立委員会を設置し、発動の是非について当社取締役会への勧告を行う仕組みとして

います。 

また、平成29年３月31日現在における当社大株主の状況は、事業報告「2. 会社

の状況に関する事項」｢(1) 株式に関する事項 ④ 大株主」に記載のとおりであ

り、当社は現時点において当社株式等の大規模買付行為にかかる提案を受けている

わけではありません。 
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また、将来的に、当社の事業やビジネスに関する理解が十分でない者による当社

に対する大規模買付行為が行われた場合、当社の顧客や従業員その他ステークホル

ダーとの関係を破壊し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益が著しく毀損され

る可能性も否定できません。 

当社取締役会は、上記１．に記載の基本方針のとおり、大規模買付行為であって

も、当社の企業価値・株主共同の利益に資するものである限り、これを一概に否定

するものではありません。また、当社に対して大規模買付提案が行われた場合に、

当該買付提案を受け入れるか否かは、 終的には株主の皆様のご判断に委ねられる

べきものであると考えます。その際、株主の皆様のご判断は、当該大規模買付提案

に関して十分な時間と情報をもった上で行われるべきであり、当社取締役会は株主

共同の利益を確保する観点から、株主の皆様に対して、十分な時間と情報を確保す

る役割を担っているものと考えます。 

以上により、当社取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さな

い大規模買付行為に備えた対応策を現時点から準備しておく必要があると判断し、

本プランを導入することを決定したものです。 
 

４．本プランの内容（基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業

の方針の決定が支配されることを防止するための取組み） 

(1) 本プランに係る手続き 

 ① 対象となる大規模買付行為 

本プランの対象となる者は、当社の株式等（注１）の買付行為のうち、特定

株主グループ（注２）の株式等保有割合（注３）を20％以上とすることを目的

とするもの、又は結果として特定株主グループの株式等保有割合が20％以上と

なる行為 (いずれについても当社取締役会が同意したものを除くものとし、市

場取引、公開買付け等の具体的な買付方法の如何を問いません。以下、このよ

うな買付行為を「大規模買付行為」といい、大規模買付行為を行う者を「大規

模買付者」といいます｡）を行おうとする者です。 
 
注１： 株式等とは、別段の断りのない限り、金融商品取引法第27条の２第１項又は同法第

27条の23第１項に規定する株券等を意味します。 
注２：特定株主グループとは、当社の株式等の保有者（同法第27条の23第１項に規定する

保有者をいい、同条第３項に基づき保有者に含まれる者を含みます｡）及びその共同
保有者（同法第27条の23第５項に規定する共同保有者をいい、同条第６項に基づき
共同保有者とみなされる者を含みます｡）並びに当社の株式等の買付け等（同法第27
条の２第１項に規定する買付け等をいい、取引所金融商品市場において行われるも
のを含みます｡）を行う者及びその特別関係者（同法第27条の２第７項に規定する特
別関係者をいいます｡）を意味します。 

注３：株式等保有割合とは、特定株主グループの具体的な買付方法に応じて、(ⅰ)特定株
主グループが当社の株式等の保有者及びその共同保有者である場合の当該保有者の
株式等保有割合（同法第27条の23第４項に規定する株券等保有割合をいいます。こ
の場合においては、同項に規定する当該保有者の共同保有者の保有株券等の数も計
算上考慮されるものとします｡）又は(ⅱ)特定株主グループが当社の株式等の大規模
買付者及びその特別関係者である場合の当該大規模買付者及び当該特別関係者の株
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式等所有割合(同法第27条の２第８項に規定する株券等所有割合をいいます｡）の合
計をいいます。各株式等保有割合の算出にあたっては、総議決権数（同法第27条の
２第８項に規定するものをいいます｡）及び発行済株式の総数（同法第27条の23第４
項に規定するものをいいます｡）は、有価証券報告書、半期報告書、四半期報告書及
び自己株券買付状況報告書のうち、直近に提出されたものを参照することができる
ものとします。 

 

 ② ｢意向表明書」の当社への事前提出 

大規模買付者におきましては、大規模買付行為の実行に先立ち、当社取締役

会に対して、当該大規模買付者が大規模買付行為に際して本プランに定める手

続きを遵守する旨の誓約文言等を記載した書面（以下､「意向表明書」といい

ます｡）を当社の定める書式により日本語で提出していただきます。 

具体的には、意向表明書には以下の事項を記載していただきます。 

 (ⅰ) 大規模買付者の概要 

  (a) 氏名又は名称及び住所又は所在地 

  (b) 代表者の役職及び氏名 

  (c) 会社等の目的及び事業の内容 

  (d) 大株主又は大口出資者（所有株式又は出資割合上位10名）の概要 

  (e) 国内連絡先 

  (f) 設立準拠法 

 (ⅱ) 大規模買付者が現に保有する当社の株式等の数及び意向表明書提出前60

日間における大規模買付者の当社の株式等の取引状況 

 (ⅲ) 大規模買付者が提案する大規模買付行為の概要（大規模買付者が大規模

買付行為により取得を予定する当社の株式等の種類及び数、並びに、大規

模買付行為の目的の概要（支配権取得若しくは経営参加、純投資若しくは

政策投資、大規模買付行為後の当社の株式等の第三者への譲渡等、又は重

要提案行為等を行うことその他の目的がある場合には、その旨及び概要。

なお、目的が複数ある場合にはその全てを記載していただきます｡）を含み

ます｡） 

 (ⅳ) 本プランに従う旨の誓約 
 

 ③ 大規模買付情報の提供 

上記②の意向表明書をご提出いただいた場合には、大規模買付者におきまし

ては、以下の手順に従い、当社に対して、大規模買付行為に対する株主及び投

資家の皆様のご判断並びに当社取締役会の評価・検討等のために必要かつ十分

な情報 (以下､「大規模買付情報」といいます｡）を日本語で提供していただき

ます。まず、当社取締役会は、大規模買付者に対して、意向表明書を提出して

いただいた日から10営業日（初日不算入）以内に、当初提出していただくべき

情報の項目を記載したリスト（以下､「大規模買付情報リスト」といいます｡）

を上記②(ⅰ)(e)の国内連絡先宛に発送し、大規模買付者には、当社代表取締
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役に対して、かかる大規模買付情報リストに従って十分な情報を書面その他当

社が適当と認める方法で提供していただきます。 

また、大規模買付情報リストに従い大規模買付者から提供された情報では、

大規模買付行為の内容及び態様等に照らして、株主及び投資家の皆様のご判断

並びに当社取締役会の評価・検討等のために不十分であると当社取締役会が合

理的に判断する場合には、当社取締役会が別途請求する追加の情報を大規模買

付者から提供していただきます。 

なお、当社取締役会は、本プランの適切かつ迅速な運営を図るため、必要に

応じて、大規模買付者の回答に期限を設ける場合があります。また、大規模買

付情報リストの発送日の翌日から起算して60日を、当社取締役会が大規模買付

者に対して情報提供を要請し、大規模買付者が回答を行う期間（以下､「情報

提供期間」といいます｡）の上限として設定し、大規模買付情報が十分に提出

されない場合であっても情報提供期間が上限に達した時は、その時点で情報提

供にかかる大規模買付者とのやり取りを打ち切り、当該時点までに提供された

情報をもって当社取締役会による評価・検討を行うものとします。 

なお、以下の各項目に関する情報は、原則として大規模買付情報リストに含

まれるものとしますが、大規模買付情報リストの具体的な内容については、当

社取締役会が、大規模買付行為の内容及び態様等に照らして合理的に決定いた

します。 

また、大規模買付者が大規模買付情報リストに記載された項目にかかる情報

の一部について提供することができない場合には、当社取締役会は、大規模買

付者に対して、当該情報を提供することができない理由を具体的に示していた

だくよう求めます。 

 (ⅰ) 大規模買付者及びそのグループの詳細（沿革、資本金の額又は出資金の

額、発行済株式の総数、役員の氏名、職歴及び所有株式の数その他の会社

等の状況、並びに直近２事業年度の財政状態、経営成績その他の経理の状

況を含みます｡） 

 (ⅱ) 大規模買付行為の目的（意向表明書において開示していただいた目的の

具体的内容)、方法及び内容(経営参画の意思の有無、当該買付の対価の種

類及び金額、当該買付の時期、関連する取引の仕組み、買付予定の株式等

の数及び当該買付を行った後における株式等所有割合、当該買付の方法の

適法性を含みます｡） 

 (ⅲ) 買付対価の算定根拠（算定の前提事実、算定方法、算定に用いた数値情

報及び当該買付にかかる一連の取引により生じることが予想されるシナジ

ーの内容、算定の際に第三者の意見を聴取した場合における当該第三者の

名称、意見の概要及び当該意見を踏まえて金額を決定するに至った経緯を

含みます｡） 



〆≠●0 
01_0278201102906.docx 
㈱省電舎様 招集 2017/05/27 3:19:00印刷 21/30 

― 24 ― 

 (ⅳ) 大規模買付行為の資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を含みま

す｡）の具体的名称、調達方法及び関連する取引の内容を含みます｡） 

 (ⅴ) 大規模買付行為に際しての第三者との間における意思連絡の有無及び意

思連絡がある場合はその内容及び当該第三者の概要 

 (ⅵ) 大規模買付者が既に保有する当社の株式等に関する貸借契約、担保契約、

売戻契約、売買の予約その他の重要な契約又は取決め（以下､「担保契約等」

といいます｡）がある場合には、その契約の種類、契約の相手方及び契約の

対象となっている株式等の数量等の当該担保契約等の具体的内容 

 (ⅶ) 大規模買付者が大規模買付行為において取得を予定する当社の株式等に

関し担保契約等の締結その他第三者との間の合意の予定がある場合には、

予定している合意の種類、契約の相手方及び契約の対象となっている株式

等の数量等の当該合意の具体的内容 

 (ⅷ) 大規模買付行為の後における当社グループの経営方針、事業計画、資本

政策及び配当政策 

 (ⅸ) 大規模買付行為の後における当社グループの従業員、取引先、顧客及び

地域社会その他の当社にかかる利害関係者の処遇等の方針 

 (ⅹ) 当社の他の株主との利益相反を回避するための具体的方策 

 

なお、当社取締役会は、大規模買付者から大規模買付行為の提案がなされた

事実については適切に開示し、提案の概要及び大規模買付情報の概要その他の

情報のうち、株主及び投資家の皆様のご判断に必要であると認められる情報が

ある場合には、すみやかに開示いたします。 

また、当社取締役会は、大規模買付者による大規模買付情報の提供が十分に

なされたと認めた場合には、その旨を大規模買付者に通知（以下､「情報提供

完了通知」といいます｡）するとともに、その旨をすみやかに開示いたします。 

 

 ④ 取締役会評価期間の設定等 

当社取締役会は、情報提供完了通知を行った後、大規模買付行為の評価の難

易度等に応じて、以下の(ⅰ)又は(ⅱ)の期間（いずれも初日不算入）を、当社

取締役会による評価、検討、交渉、意見形成および代替案立案のための期間 

(以下｢取締役会評価期間」といいます｡）として設定します。 

 (ⅰ) 対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社全株券等を対象と

する公開買付けの場合には 大60日間 

 (ⅱ) その他の大規模買付行為の場合には 大90日間 

 

ただし、上記(ⅰ)(ⅱ)いずれにおいても、取締役会評価期間は取締役会が必

要と認める場合には延長できるものとし、その場合は、具体的延長期間および

当該延長期間が必要とされる理由を買付者等に通知するとともに速やかに開示

いたします。また、延長の期間は 大30日間とします。 
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当社取締役会は、取締役会評価期間内において、必要に応じて適宜外部専門

家等の助言を得ながら、買付者等から提供された本必要情報を十分に評価・検

討し、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の観点から、買付者等に

よる大規模買付行為の内容の検討等を行うものとします。当社取締役会は、こ

れらの検討等を通じて、大規模買付行為に関する当社取締役会としての意見を

慎重にとりまとめ、買付者等に通知するとともに、適時かつ適切に株主の皆様

に開示いたします。また、必要に応じて、買付者等との間で大規模買付行為に

関する条件・方法について交渉し、更に、当社取締役会として、株主の皆様に

代替案を提示することもあります。 

 

 ⑤ 対抗措置の発動に関する独立委員会の勧告 

独立委員会は、取締役会評価期間内に、上記④の当社取締役会による評価、

検討、交渉、意見形成および代替案立案と並行して、以下の手続きに従い、当

社取締役会に対して対抗措置の発動の是非に関する勧告を行うものとします。

その際、独立委員会の判断が当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上に

資するようになされることを確保するために、独立委員会は、当社の費用で、

当社の業務執行を行う経営陣から独立した第三者（投資銀行、証券会社、フィ

ナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専

門家を含みます｡）の助言を得ることができるものとします。なお、独立委員

会が当社取締役会に対して以下の(ⅰ)又は(ⅱ)に定める勧告をした場合には、

当社取締役会は、当該勧告の事実とその概要その他当社取締役会が適切と判断

する事項について、速やかに情報開示いたします。 

 (ⅰ) 買付者等が本プランに定める手続きを遵守しない場合 

    独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続きを遵守しなかった

場合、原則として、当社取締役会に対し対抗措置の発動を勧告します。 

 (ⅱ) 買付者等が本プランに定める手続きを遵守した場合 

    独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続きを遵守した場合、

原則として、当社取締役会に対し対抗措置の不発動を勧告します。ただし、

本プランに定める手続きが遵守されている場合であっても、当該大規模買

付行為が、別紙「当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうと認め

られる類型」に掲げるいずれかの類型に該当すると判断され、当社の企業

価値・株主共同の利益を著しく損なうものであると認められる場合には、

本対応の例外的措置として、対抗措置の発動を勧告することがあります。 

 (ⅲ) 上記(ⅰ)、(ⅱ)にかかわらず株主総会による意思確認を要すると判断し

た場合 

    独立委員会は、対抗措置を発動するか否かにつき株主の皆様のご意思を

確認することが適切であると判断した時、当社取締役会に対し株主意思確

認の株主総会招集を勧告することがあります。 
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 ⑥ 取締役会の決議 

当社取締役会は、⑤に定める独立委員会の勧告を 大限尊重するものとし、

係る勧告を踏まえて当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点

から速やかに対抗措置の発動・不発動又は株主意思確認の株主総会招集の決議

を行うものとします。 

当社取締役会は、上記の決議を行った場合には、その内容が対抗措置の発動

であるか不発動であるかを問わず、速やかに当該決議の概要その他当社取締役

会および独立委員会が適切と判断する事項について、情報開示を行います。 

 

 ⑦ 対抗措置の中止又は発動の停止 

当社取締役会が上記⑥の手続きに従い対抗措置の発動を決議した後又は発動

後においても、(ⅰ)買付者等が大規模買付行為を中止した場合又は(ⅱ)対抗措

置を発動するか否かの判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、かつ、当

社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から発動した対抗措置

を維持することが相当でないと認められる状況に至った場合には、当社取締役

会は、対抗措置の中止又は発動の停止を行うものとします。 

当社取締役会は、上記決議を行った場合、速やかに、当該決議の概要その他

当社取締役会が適切と判断する事項について、速やかに情報開示を行います。 

 

 ⑧ 大規模買付行為の開始 

買付者等は、上記①から⑥に規定する手続きを遵守するものとし、取締役会

において対抗措置の発動または不発動の決議がなされるまでは大規模買付行為

を開始することはできないものとします。 

 

(2) 本プランにおける対抗措置の具体的内容 

当社取締役会が上記(1)⑥に記載の決議に基づき発動する対抗措置としては、

新株予約権（以下「本新株予約権」といいます｡）の無償割当てを行うこととし

ます。ただし、会社法その他の法令および当社の定款上認められるその他の対抗

措置を発動することが適当と判断される場合には当該その他の対抗措置を用いる

こともあります。 

本新株予約権の無償割当ての概要は、別紙「本新株予約権無償割当ての概要」

に記載のとおりといたします。 

当社取締役会は、対抗措置の発動を決議した後又は発動後においても、上記

(1)⑦に記載のとおり、対抗措置の中止又は発動の停止を決定することがありま

す。例えば、対抗措置として当社取締役会が本新株予約権の無償割当てを決議し

た場合において、買付者等が大規模買付行為を中止し、当社取締役会が上記

(1)⑦に記載の決議を行った場合には、本新株予約権の無償割当てについて設定

した基準日に係る権利落ち日の前日までにおいては本新株予約権の無償割当てを
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中止し、本新株予約権の無償割当ての効力発生日以後本新株予約権の行使期間の

開始日の前日までにおいては当社が無償で本新株予約権を取得する等の方法で、

対抗措置の発動を停止することができるものとします。 

 

(3) 本プランの有効期間、廃止および変更 

本プランの有効期間は、平成26年６月26日開催の定時株主総会終結の時から３

年以内に終了する事業年度のうち 終のものに関する定時株主総会終結の時まで

とします。 

ただし、係る有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プラン

の変更又は廃止の決議がなされた場合には、本プランは当該決議に従い、その時

点で変更又は廃止されるものとします。また、当社の株主総会で選任された取締

役で構成される取締役会により本プランの廃止の決議がなされた場合には、本プ

ランはその時点で廃止されるものとします。 

なお、当社取締役会は、会社法、金融商品取引法、その他の法令若しくは金融

商品取引所規則の変更又はこれらの解釈・運用の変更、又は税制、裁判例等の変

更により合理的に必要と認められる範囲で独立委員会の承認を得た上で、本プラ

ンを修正し、又は変更する場合があります。 

当社は、本プランが廃止又は変更された場合には、当該廃止又は変更の事実お

よび（変更の場合には）変更内容その他当社取締役会が適切と認める事項につい

て、情報開示を行います。 

 

５．本プランの合理性 

(1) 買収防衛策に関する指針の要件を全て充足していること 

本プランは、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価

値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める

三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・株主意思の

原則、必要性・相当性確保の原則）を全て充足しており、かつ、企業価値研究会

が平成20年６月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在

り方」の内容等を踏まえております。 

 

(2) 当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的をもって継続されている

こと 

本プランは、上記３．に記載のとおり、当社株券等に対する大規模買付行為が

なされた際に、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを株主の皆様がご判断し、

あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保し、株

主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の
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企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって継続される

ものです。 

 

(3) 株主意思を重視するものであること 

本プランは本定時株主総会における株主の皆様のご承認を条件として継続され

るものであり、上記４．(3)に記載したとおり、本定時株主総会においてご承認

いただいた後も、その後の当社株主総会において本プランの変更又は廃止の決議

がなされた場合には、本プランも当該決議に従い変更又は廃止されることになり

ます。従いまして、本プランの継続、変更および廃止には、株主の皆様のご意思

が十分反映される仕組みとなっています。 

 

(4) 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示 

本プランにおいては、当社取締役会の恣意的判断を排除するため、対抗措置の

発動等を含む本プランの運用に関する決議および勧告を客観的に行う取締役会の

諮問機関として独立委員会を設置しております。 

独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、当社の社外取

締役、社外監査役又は社外の有識者（実績のある会社経営者、官庁出身者、弁護

士、公認会計士若しくは学識経験者等）から選任される委員３名以上により構成

されます。 

また、当社は、必要に応じ独立委員会の判断の概要について株主および投資家

の皆様に適時情報開示を行うこととし、当社の企業価値・株主共同の利益に資す

るよう本プランの透明な運営が行われる仕組みを確保しています。 

 

(5) 合理的な客観的発動要件の設定 

本プランは、上記４．(1)に記載のとおり、合理的かつ客観的な発動要件が充

足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的

な発動を防止するための仕組みを確保しています。 

 

(6) デッドハンド型もしくはスローハンド型買収防衛策ではないこと 

上記４．(3)に記載のとおり、本プランは、当社の株主総会で選任された取締

役で構成される取締役会により、いつでも廃止することができるものとされてお

ります。従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の

過半数を交代させても、なお発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。 

また、当社は期差任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型買

収防衛策（取締役会の構成員の交代を一度にできないため、その発動を阻止する

のに時間を要する買収防衛策）でもありません。 
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６．株主および投資家の皆様への影響 

(1) 本プランの継続時に株主および投資家の皆様に与える影響 

本プランの継続時には、本新株予約権の発行自体は行われません。従って、本

プランがその継続時に株主および投資家の皆様の有する当社株式に係る法的権利

および経済的利益に対して直接具体的な影響を与えることはありません。なお、

前述の４．(1)に記載のとおり、買付者等が本プランを遵守するか否か等により

当該買付行為に対する当社の対応方針が異なりますので、株主および投資家の皆

様におかれましては、買付者等の動向にご注意ください。 

 

(2) 本新株予約権の無償割当て時に株主および投資家の皆様に与える影響 

当社取締役会が対抗措置の発動を決定し、本新株予約権の無償割当てを行う場

合には、別途定める割当て期日における株主名簿に記録された株主の皆様に対し、

その保有する株式１株につき本新株予約権１個を上限とした割合で、本新株予約

権が無償にて割り当てられます。このような仕組み上、本新株予約権の無償割当

て時においても、株主および投資家の皆様が保有する当社株式１株当たりの経済

的価値の希釈化は生じるものの保有する当社株式全体の経済的価値の希釈化は生

じず、また当社株式１株当たりの議決権の希釈化は生じないことから、株主およ

び投資家の皆様の有する当社株式に係る法的権利および経済的利益に対して直接

具体的な影響を与えることは想定しておりません。 

ただし、買付者等につきましては、この対抗措置の発動により、結果的に、法

的権利又は経済的利益に何らかの影響が生じる場合があります。 

なお、当社取締役会が、本新株予約権の無償割当ての決議をした場合であって

も、上記４．(1)⑦に記載の手続き等に従い当社取締役会が発動した対抗措置の

中止又は発動の停止を決定した場合には、当社株式の株価に相応の変動が生じる

可能性があります。例えば、本新株予約権の無償割当てを受けるべき株主が確定

した後において、当社が対抗措置の発動の停止を実施し本新株予約権を無償取得

して新株を交付しない場合には、株主および投資家の皆様が保有する当社株式１

株当たりの経済的価値の希釈化は生じないことになるため、当社株式１株当たり

の経済的価値の希釈化が生じることを前提にして売買を行った投資家の皆様は、

株価の変動により損害を被る可能性がある点にご留意ください。 

また、本新株予約権の行使又は取得に関して差別的条件を付す場合には、当該

行使又は取得に際して、買付者等の法的権利、経済的利益に影響が生じることが

想定されますが、この場合であっても、買付者等以外の株主および投資家の皆様

の有する当社株式に係る法的権利および経済的利益に対して直接具体的な影響を

与えることは想定しておりません。 
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(3) 本新株予約権の無償割当てに伴う株主の皆様の手続き 

本新株予約権無償割当て期日における 終の株主名簿に記録された株主の皆様

は、当該新株予約権の無償割当ての効力発生日において、当然に新株予約権者と

なるため、申込みの手続きは不要です。 

また、株主の皆様には、新株の取得のために所定の期間内に本新株予約権を行

使していただく必要が生じる可能性があります｡（その際には一定の金銭の払込

みを行っていただきます｡） 

 

 以上のほか、割当て方法、行使の方法および当社による取得の方法等の詳細につ

いては、本新株予約権の無償割当てに関する当社取締役会の決議が行われた後、当

社は、その手続きの詳細に関して、適用ある法令および金融商品取引所規則に基づ

き、適時かつ適切に開示又は通知を行いますので当該開示又は通知の内容をご確認

ください。 

 当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値や経

営理念、当社企業価値の源泉、顧客企業等の当社のステークホルダーとの信頼関係

を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させる者で

なければならないと考えております。 

 一方で、当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における

当社株式の自由な取引を尊重し、会社の支配権の移転を伴う特定の者による当社株

式の大規模な買付け等であっても、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確

保・向上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。ま

た、当社株式の大規模な買付け等に係る提案に応じるかどうかについては、 終的

には株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えております。 

 しかしながら、当社株式の大規模な買付け等に係る提案の中には、その目的等か

ら見て企業価値ひいては株主共同の利益に対して明白な侵害をもたらすおそれのあ

るもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの、当社の株主

や取締役会が買付けや買収提案の内容等について検討し、当社の取締役会が代替案

を提示するために合理的に必要な期間・情報を与えないもの、当社の企業価値を十

分に反映しているとはいえないもの等もありえます。 

 当社は、上記の例を含め当社の企業価値ひいては株主共同の利益を侵害するおそ

れのある当社株式の大規模な買付け等を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決

定を支配するものとして不適切であると考えており、このような者による当社株式

の買付け等に対しては、必要かつ相当な対抗措置を採ることにより、株主の皆様に

大規模な買付け等に応じるかどうかを検討するための情報・時間を確保するととも

に、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を守る必要があると考えてお

ります。 
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（別紙） 

当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうと認められる類型 

 

１．買付者等が真に会社経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株価をつり上

げて高値で当社の株券等を当社又は当社関係者に引き取らせる目的で当社の株券等の

取得を行っている又は行おうとしている者（いわゆるグリーンメイラー）であると判

断される場合 

２．当社の会社経営を一時的に支配して当社又は当社グループ会社の事業経営上必要な

知的財産権、ノウハウ、企業秘密情報、主要取引先又は顧客等の当社又は当社グルー

プ会社の資産を当該買付者等又はそのグループ会社等に移転する目的で当社の株券等

の取得を行っていると判断される場合 

３．当社の会社経営を支配した後に、当社又は当社グループ会社の資産を当該買付者等

又はそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する目的で、当社の株券

等の取得を行っていると判断される場合 

４．当社の会社経営を一時的に支配して、当社又は当社グループ会社の事業に当面関係

していない不動産、有価証券等の高額資産等を売却等により処分させ、その処分利益

をもって一時的に高配当をさせるかあるいは係る一時的高配当による株価の急上昇の

機会を狙って当社の株券等の高価売り抜けをする目的で当社の株券等の取得を行って

いると判断される場合 

５．買付者等の提案する当社の株券等の買付方法が、いわゆる強圧的二段階買収（ 初

の買付けで当社の株券等の全部の買付けを勧誘することなく、二段階目の買付条件を

不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付け等の株券等の買付等を行うこと

をいいます｡）等の、株主の皆様の判断の機会又は自由を制約し、事実上、株主の皆

様に当社の株券等の売却を強要するおそれがあると判断される場合 

６．買付者等による支配権の取得により、当社株主はもとより、当社企業価値の源泉で

ある顧客、従業員その他の利害関係者との関係を破壊し、当社の企業価値・株主共同

の利益の著しい毀損が予想されるなど、当社の企業価値・株主共同の利益の確保又は

向上を著しく妨げるおそれがあると判断される場合 

７．買付者等が支配権を取得する場合の当社の企業価値が、中長期的な将来の企業価値

との比較において、当該買付者等が支配権を取得しない場合の当社の企業価値に比

べ、著しく劣後すると判断される場合 

８．買付者等が公序良俗の観点から当社の支配株主として著しく不適切であると判断さ

れる場合 

９．その他１．から８．までに準じる場合で、当社の企業価値・株主共同の利益を著し

く損なうと判断される場合 
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（別紙） 

本新株予約権無償割当ての概要 

１．本新株予約権の割当総数 

本新株予約権の割当総数は、本新株予約権の無償割当てに関する取締役会決議（以

下「本新株予約権無償割当て決議」といいます｡）において当社取締役会が別途定め

る一定の日（以下「割当て期日」といいます｡）における当社の 終の発行済株式総

数（ただし、同時点において当社の有する当社株式の数を除きます｡）と同数を上限

として、当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において別途定める数とします。 

２．割当対象株主 

割当て期日における 終の株主名簿に記録された株主に対し、その所有する当社普

通株式（ただし、同時点において、当社の有する当社株式を除きます｡）１株につき

１個を上限として、当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において別途定める

割合で本新株予約権の無償割当てをします。 

３．本新株予約権の無償割当ての効力発生日 

本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める日とします。 

４．本新株予約権の目的である株式の種類および数 

本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権1個当た

りの目的である株式の数（以下「対象株式数」といいます｡）は、１株を上限として

当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において別途定める数とします。ただし、

当社が株式の分割又は株式の併合等を行う場合は、所要の調整を行うものとします。 

５．本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容および価格 

本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権の行使に際

して出資される財産の当社普通株式1株当たりの金額は１円以上で当社取締役会が本

新株予約権無償割当て決議において別途定める額とします。 

６．本新株予約権の譲渡制限 

本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとします。 

７．本新株予約権の行使条件 

(1)特定大量保有者（注１)、(2)特定大量保有者の共同保有者、(3)特定大量買付者 

(注２)、(4)特定大量買付者の特別関係者、若しくは(5)これら(1)から(4)までの者か

ら本新株予約権を当社取締役会の承認を得ることなく譲受け若しくは承継した者、又

は、(6)これら(1)から(5)までに該当する者の関連者（注３)（これらの者を総称して、

以下「非適格者」といいます｡）は、本新株予約権を行使することができないものと

します。なお、本新株予約権の行使条件の詳細については、本新株予約権無償割当て

決議において別途定めるものとします。 
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８．当社による本新株予約権の取得 

当社は、当社取締役会が別途定める日において、非適格者以外の者が所有する本新

株予約権を取得し、これと引き替えに本新株予約権１個につき対象株式数の当社普通

株式を交付することができるものとします。なお、本新株予約権の取得条件の詳細に

ついては、本新株予約権無償割当て決議において別途定めるものとします。 

９．対抗措置発動の停止等の場合の無償取得 

当社取締役会が、対抗措置の発動を停止した場合その他本新株予約権無償割当て決

議において当社取締役会が別途定める場合には、当社は、本新株予約権の全部を無償

にて取得することができるものとします。 

10．本新株予約権の行使期間等 

本新株予約権の行使期間その他必要な事項については、当社取締役会が本新株予約

権無償割当て決議において別途定めるものとします。 

以 上 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
注１ 当社が発行者である株券等の保有者で、当該株券等に係る株券等保有割合が20％以上であ

る者、又は、これに該当することとなると当社取締役会が認める者をいいます。ただし、

その者が当社の株券等を取得・保有することが当社の企業価値・株主共同の利益に反しな

いと当社取締役会が認めた者その他本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が

別途定める者は、これに該当しないこととします。 

注２ 公開買付けによって当社が発行者である株券等（金融商品取引法第27条の２第１項に定義

される株券等を意味します。以下本注において同じとします｡）の買付け等（金融商品取引

法第27条の２第１項に定義される買付け等を意味します。以下本注において同じとします｡）

を行う旨の公告を行った者で、当該買付け等の後におけるその者の所有（これに準ずるも

のとして金融商品取引法施行令第７条第１項に定めるものを含みます｡）に係る株券等の株

券等所有割合がその者の特別関係者の株券等所有割合と合計して20％以上となる者、又は、

これに該当することとなると当社取締役会が認める者をいいます。ただし、その者が当社

の株券等を取得・保有することが当社の企業価値・株主共同の利益に反しないと当社取締

役会が認めた者その他本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める者

は、これに該当しないこととします。 

注３ ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配され若しくはその者と

共同の支配下にある者（当社取締役会がこれらに該当すると認めた者を含みます｡)、又は

その者と協調して行動する者として当社取締役会が認めた者をいいます。なお「支配」と

は、他の会社等の「財務および事業の方針の決定を支配している場合｣（会社法施行規則第

３条第３項に定義される場合をいいます｡）をいいます。 

 

 

 

 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
(注) 1. 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨て、その他の数値については単位未

満を四捨五入しております。 
2. 売上高等の記載金額には消費税等は含まれておりません。 
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連 結 貸 借 対 照 表 
 

(平成29年３月31日現在) 
  

資   産   の   部 負   債   の   部 

科   目 金   額 科   目 金   額 
 

 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

仕 掛 品 

原 材 料 

未 成 事 業 支 出 金 

前 渡 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

機械装置及び運搬具 

工具、器具及び備品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

無 形 固 定 資 産 

の れ ん 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

破 産 更 生 債 権 等 

長 期 貸 付 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 
千円 

1,321,088 

297,050 

207,164 

1,036 

28,906 

577,011 

148,607 

71,402 

△10,091 

869,756 

465,052 

6,026 

403,068 

492 

1,128 

54,335 

113,449 

113,369 

80 

291,255 

226,333 

173,465 

10,000 

108,952 

△227,495 

 
 

流 動 負 債 

買 掛 金 

短 期 借 入 金 

１年内返済予定の長期借入金 

未 払 金 

前 受 金 

リ ー ス 債 務 

未 払 法 人 税 等 

メンテナンス費用引当金 

そ の 他 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

リ ー ス 債 務 

繰 延 税 金 負 債 

 
千円 

749,672 

43,286 

306,710 

37,512 

115,216 

219,494 

6,582 

7,317 

286 

13,265 

424,093 

267,196 

53,001 

103,896 

負 債 合 計 1,173,766 

純  資  産  の  部 
 
 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

その他の包括利益累計額 

その他有価証券評価差額金 

新 株 予 約 権 

非支配株主持分 

 
千円 

771,307 

997,449 

1,095,428 

△1,321,568 

△1 

86,687 

86,687 

140 

158,942 

純 資 産 合 計 1,017,078 

資 産 合 計 2,190,845 負債・純資産合計 2,190,845 
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連 結 損 益 計 算 書 

(
 

平成28年４月１日から 
平成29年３月31日まで ) 

 
 

科       目 金    額 

 千円 千円 
売 上 高  1,785,092 

売 上 原 価  1,422,345 

売 上 総 利 益  362,747 

販売費及び一般管理費  479,821 

営 業 損 失  117,074 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 253  

受 取 配 当 金 12  

労 働 保 険 料 還 付 金 1,605  

契 約 解 除 収 入 7,014  

違 約 金 収 入 1,620  

そ の 他 933 11,439 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 5,488  

そ の 他 1,446 6,934 

経 常 損 失  112,569 

特 別 利 益   

投 資 有 価 証 券 売 却 益 100,968 100,968 

特 別 損 失   

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 44,030 44,030 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失  55,631 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 8,904  

法 人 税 等 調 整 額 △4,226 4,678 

当 期 純 損 失  60,309 

非支配株主に帰属する当期純損失  1,705 

親会社株主に帰属する当期純損失  58,604 
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連結株主資本等変動計算書 

(
 

平成28年４月１日から 
平成29年３月31日まで ) 

（単位：千円） 
 

 
株   主   資   本 

資  本  金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計 

当期首残高 873,099 680,279 △1,262,964 △1 290,412 

当期変動額      

新 株 の 発 行 
(新株予約権の行使) 

124,350 124,350   248,700 

親会社株主に帰属
する当期純損失 

  △58,604  △58,604 

株式交換による増加  290,799   290,799 

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額) 

     

当期変動額合計 124,350 415,149 △58,604 ― 480,894 

当期末残高 997,449 1,095,428 △1,321,568 △1 771,307 

 

 

その他の包括利益累計額 

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計 その他有価証券 
評 価 差 額 金 

その他の包括 
利益累計額合計 

当期首残高 858 858 ― ― 291,271 

当期変動額      

新 株 の 発 行 
(新株予約権の行使) 

    248,700 

親会社株主に帰属
する当期純損失 

    △58,604 

株式交換による増加     290,799 

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額) 

85,829 85,829 140 158,942 244,912 

当期変動額合計 85,829 85,829 140 158,942 725,807 

当期末残高 86,687 86,687 140 158,942 1,017,078 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
 

独立監査人の監査報告書 
 

平成29年５月26日 

 株式会社 省電舎 

  取締役会 御中 

アスカ監査法人 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 田 中 大 丸 ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 吉 田 一 郎 ㊞ 

 
 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社省電舎の平成28年４月１日から平成29年

３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本

等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。 

 

連結計算書類に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的

な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監

査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に

基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算

書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び

その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す

ることが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社省電舎及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 



〆≠●0 
02_0278201102906.docx 
㈱省電舎様 招集 2017/05/27 3:19:00印刷 5/9 

― 38 ― 

貸 借 対 照 表 
 

(平成29年３月31日現在) 
  

資   産   の   部 負   債   の   部 

科   目 金   額 科   目 金   額 
 

 
流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

原 材 料 

未 成 事 業 支 出 金 

前 渡 金 

立 替 金 

前 払 費 用 

関 係 会 社 貸 付 金 

未 収 入 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

機 械 及 び 装 置 

車 両 運 搬 具 

土 地 

無 形 固 定 資 産 

電 話 加 入 権 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

敷 金 及 び 保 証 金 

長 期 未 収 入 金 

破 産 更 生 債 権 等 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 
千円 

434,685 

179,114 

103 

6,389 

8,756 

152 

632 

23,023 

6,016 

195,000 

11,835 

3,671 

△10 

514,061 

2,981 

1,504 

516 

284 

676 

80 

80 

510,999 

191,333 

290,799 

28,797 

44,030 

149,315 

70 

△193,345 

 
 
流 動 負 債 

買 掛 金 

短 期 借 入 金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

前 受 金 

預 り 金 

前 受 収 益 

メンテナンス費用引当金 

そ の 他 

固 定 負 債 

繰 延 税 金 負 債 

 
千円 

169,900 

7,198 

135,000 

12,543 

4,584 

6,842 

27 

2,419 

903 

286 

95 

38,679 

38,679 

負 債 合 計 208,579 

純  資  産  の  部 
 
 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

その他資本剰余金 

利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

自 己 株 式 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

新 株 予 約 権 

 
千円 

653,339 

997,449 

1,095,428 

804,629 

290,799 

△1,439,536 

△1,439,536 

△1,439,536 

△1 

86,687 

86,687 

140 

純 資 産 合 計 740,167 

資 産 合 計 948,746 負債・純資産合計 948,746 



〆≠●0 
02_0278201102906.docx 
㈱省電舎様 招集 2017/05/27 3:19:00印刷 6/9 

― 39 ― 

損 益 計 算 書 

(
 

平成28年４月１日から 
平成29年３月31日まで ) 

 
 

科       目 金    額 

 千円 千円 
売 上 高  102,895 

売 上 原 価  66,570 

売 上 総 利 益  36,324 

販売費及び一般管理費   

役 員 報 酬 17,089  

給 料 及 び 手 当 52,635  

法 定 福 利 費 7,969  

賃 借 料 22,745  

支 払 報 酬 41,784  

減 価 償 却 費 555  

旅 費 及 び 交 通 費 2,812  

支 払 手 数 料 29,108  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 △510  

そ の 他 31,146 205,338 

営 業 損 失  169,014 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 961  

受 取 配 当 金 12  

経 営 指 導 料 7,912  

そ の 他 865 9,750 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 3,363  

投 資 事 業 組 合 運 用 損 567  

そ の 他 12 3,943 

経 常 損 失  163,206 

特 別 利 益   

投 資 有 価 証 券 売 却 益 100,968 100,968 

特 別 損 失   

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 44,030 44,030 

税 引 前 当 期 純 損 失  106,268 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  △14,859 

当 期 純 損 失  91,409 
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株主資本等変動計算書 

(
 

平成28年４月１日から 
平成29年３月31日まで ) 

（単位：千円） 
 

 

株     主     資     本 

資本金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

自己 
株式 

株 主 
資 本 
合 計 

資 本 
準備金 

その他 
資 本 
剰余金 

資 本 
剰余金 
合 計 

そ の 他 
利益剰余金 利益剰余金 

合   計 繰 越 利 益 
剰 余 金 

当期首残高 873,099 680,279 ― 680,279 △1,348,127 △1,348,127 △1 205,249 

当期変動額         

新株の発行 
(新株予約権の行使) 

124,350 124,350  124,350    248,700 

当期純損失     △91,409 △91,409  △91,409 

株式交換による増加   290,799 290,799    290,799 

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額) 

        

当期変動額合計 124,350 124,350 290,799 415,149 △91,409 △91,409 ― 448,090 

当期末残高 997,449 804,629 290,799 1,095,428 △1,439,536 △1,439,536 △1 653,339 

 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他有価証券 
評 価 差 額 金 

評価・換算 
差額等合計 

当期首残高 858 858 ― 206,107 

当期変動額     

新株の発行 
(新株予約権の行使) 

   248,700 

当期純損失    △91,409 

株式交換による増加    290,799 

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額) 

85,829 85,829 140 85,969 

当期変動額合計 85,829 85,829 140 534,059 

当期末残高 86,687 86,687 140 740,167 
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
 

独立監査人の監査報告書 
 

平成29年５月26日 
 株式会社 省電舎 

  取締役会 御中 

アスカ監査法人 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 田 中 大 丸 ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 吉 田 一 郎 ㊞ 

 
 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社省電舎の平成28年４月１日から平

成29年３月31日までの第32期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計

算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。 

 

計算書類等に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ

の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計

算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用

することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細

書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の

基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること

を求めている。 

 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重

要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意

見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手

続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま

た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
 

以 上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
 

 

監 査 報 告 書 
 

 当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第32期事業年度の取締役の職務の執行に関
して各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたし
ます。 
１ 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

監査役会は監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受け
るほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。 

各監査役は監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、
内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、
取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状
況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規
則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備
されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につい
て定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。事業報告に記載されている
会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組みについては、取締役会その他における
審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。子会社については、子会社の取締役及び監
査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法
に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。 

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制｣（会社計算規則第131条各
号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準｣（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備
している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計
算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連
結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検
討いたしました。 

２ 監査の結果 
 (1) 事業報告等の監査結果 
  1)事業報告及びその附属明細書は法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま

す。 
  2)取締役の職務遂行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められませ

ん。 
  3)内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ

ムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘する事項は認められませ
ん。 

  4)事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針を支配するものの在り方に関する基本方針につ
いては、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３
号ロの各取組は、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、
かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。 

 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 
   会計監査人アスカ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 
 
 平成29年５月26日 

株式会社省電舎監査役会 
常勤監査役  小 坂 岑 史 ㊞
監 査 役  奈 良  洋 ㊞
監 査 役  松 井 孝 夫 ㊞

 
※監査役 奈良洋、松井孝夫は会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。 

 
以 上 
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株主総会参考書類 
議案および参考事項 

第１号議案 定款の一部変更の件 

(1) 提案の理由 

① 商号及び事業目的の変更 

当社は、持株会社体制への移行に伴い、商号を「株式会社省電舎」から「株式

会社省電舎ホールディングス」に変更するとともに、事業目的に持株会社として

の経営管理等の追加を行うものであります。 

② 発行可能株式総数の変更 

当社株式の流動性の向上及び将来の事業拡大に備えた機動的な資金調達を可能

にするために、現行定款第６条の発行可能株式総数を現行の4,920,000株から

10,000,000株に変更するものであります。 

 

(2) 変更の内容 

（下線部分は変更箇所を示しております) 

現 行 定 款 変 更 案 

(商号) 

第１条 当会社は、株式会社省電舎と称し、英

文では、ＳＨＯＤＥＮＳＹＡ Ｃｏ．，Ｌ

ｔｄ．と表示する。 

(商号) 

第１条 当会社は、株式会社省電舎ホールディ

ングスと称し、英文では、ＳＤＳ ＨＯＬ

ＤＩＮＧＳ Ｃｏ．，Ｌｔｄ．と表示す

る。 

 

(目的) 

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的

とする。 

(目的) 

第２条 当会社は、次の事業を営むこと及び次

の事業を営む会社（外国会社を含む)、組

合（外国における組合に相当するものを含

む）その他これらに準ずる事業体の株式ま

たは持分を所有することにより、当該会社

等の事業活動を支配または管理することを

目的とする。 

(条文省略) 

 

(現行どおり) 

第３～５条 (条文省略) 

 

第３～５条 (現行どおり) 
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現 行 定 款 変 更 案 

(発行可能株式総数) 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

4,920,000株とする。 

 

(発行可能株式総数) 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

10,000,000株とする。 

 

以降、(条文省略) 

 

以降、(現行どおり) 
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第２号議案 取締役５名選任の件 

    取締役４名全員は本総会終了の時をもって任期満了となります。つきましては

今後の経営体制の強化を図るため取締役１名を増員し、取締役５名の選任をお願

いしたいと存じます。 

    取締役候補者は以下のとおりでございます。 
 
候補者 
番号 

氏     名 
(生 年 月 日) 略歴、地位および担当並びに重要な兼職の状況 所 有 す る 

当社株式数 

1 

にし じま  おさむ 

西 島   修 

(昭和40年５月７日生) 

平成元年４月 株式会社サーリース入社 

平成５年３月 株式会社セブンイレブンジャパン

入社 

平成６年４月 エスアンドエフ株式会社（現 株式

会社エイブル）入社 

平成12年８月 株式会社アパマンショップネット

ワーク（現 株式会社アパマンショ

ップホールディングス）入社 

平成14年12月 同社 取締役経営企画部長 

平成16年10月 同社 常務取締役経営戦略本部長 

平成17年10月 同社 常務取締役経営企画本部長 

平成18年７月 同社 常務取締役経営企画本部長

兼管理本部長 

平成20年１月 株式会社イマン 代表取締役 

平成20年７月 株式会社インターコネクト 取締

役 

平成23年１月 三光ソフランホールディングス株

式会社 入社 

平成23年１月 薬配株式会社 取締役 

平成23年５月 株式会社ハウジング恒産 常務取

締役 

平成23年５月 株式会社ライフギャラリー 代表

取締役 

平成23年11月 株式会社ハウジング恒産 専務取

締役 

平成24年６月 全国賃貸管理ビジネス協会 理事 

平成25年２月 友愛不動産株式会社 代表取締役 

(現任） 

平成26年６月 株式会社スリーワイズエステート

代表取締役 

平成28年６月 当社 社外取締役 

平成29年４月 当社 代表取締役（現任） 

400,000株 
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候補者 
番号 

氏     名 
(生 年 月 日) 略歴、地位および担当並びに重要な兼職の状況 

所 有 す る 
当社株式数 

2 

なか  むら  けん  じ 

中 村 健 治 

(昭和23年１月10日生) 

昭和41年９月 丸正通信精器株式会社 入社 

昭和46年３月 株式会社マイクロアビオニクス 

入社 

昭和47年３月 同社 常務取締役 

昭和49年11月 株式会社エール・ケン・フォー設

立とともに代表取締役社長就任 

昭和61年６月 当社設立とともに代表取締役社長

就任 

平成23年５月 当社取締役会長 

平成24年６月 当社代表取締役会長 

平成25年１月 当社代表取締役会長兼社長 

平成26年１月 当社名誉会長 

平成26年１月 株式会社エールケンフォー代表取

締役就任 

平成28年10月 当社 取締役（現任） 

664,400株 

3 

ふく  もと  ゆう  じ 

福 本 裕 士 

(昭和45年８月19日生) 

平成６年４月 株式会社エス・エヌ・ケイ入社 

平成13年11月 株式会社サミー入社 

平成16年11月 当社入社 

平成25年４月 当社経営管理部長 

平成27年４月 当社管理本部長（現任） 

平成27年６月 当社取締役（現任） 

―株 

4 

かわ  ぐち  とも  お 

川 口 智 生 

（昭和44年９月11日生） 

平成４年４月 株式会社双葉電子工業入社 

平成19年４月 シャイニーデンタルラボラトリー

入社 

平成20年５月 株式会社ユーライフトラスト入社 

平成24年４月 グリーンテック株式会社入社 

平成25年１月 株式会社多摩川ホールディングス

入社 

平成26年１月 ドライ・イー株式会社入社 

平成27年４月 ドライ・イー株式会社取締役 

平成29年４月 ドライ・イー株式会社代表取締役

社長（現任） 

―株 

5 

たい こ じ  ひで  ふみ 

太鼓地 英 史 

（昭和44年７月６日生） 

平成９年４月 中央監査法人入所 

平成18年４月 新日本有限責任監査法人入所 

平成25年10月 太鼓地会計事務所設立（現任） 

―株 

 
 (注) 1. 各候補者と当社の間には特別の利害関係はございません。 

2. 取締役候補者太鼓地英史氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締

役候補者であります。 

3. 社外取締役の選任理由について 

太鼓地英史氏は、公認会計士、税理士としての実績を中心とした幅広い経験や知見か

ら社外取締役に適任と判断し、候補者とするものであります。 

 

以 上 
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株主総会会場ご案内図 
 

会 場： 東京都港区芝公園２丁目５番20号 
 
     メルパルク東京 ３階 牡丹 
 
     電話 03（3433）7210 

 

 

 

(交通) ●JR・モノレール 

 浜松町駅(北口)より徒歩10分 

 ●都営地下鉄三田線 

 芝公園駅より徒歩５分 

 ●都営地下鉄浅草線・大江戸線 

 大 門 駅より徒歩７分 

 


